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経営理念
われわれ積水化成品グループは、

人間尊重と相互信頼を基本に全員経営を実践し
“新しい幸せ”を目指して

常にイノベーションをし続けます

毎年4月1日から翌年3月31日
毎年6月
定時株主総会　毎年3月31日、期末配当　毎年3月31日
中間配当　　　毎年9月30日

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

〒541－8502
大阪市中央区伏見町三丁目6番3号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部
電話：0120－094－777（通話料無料）

電子公告
公告の内容は、当社ホームページにおいてご覧ください。
http://www.sekisuiplastics.co.jp/koukoku/
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告
による公告をすることができない場合は、日本経済新聞
に掲載して行います。

東京証券取引所市場第1部

積水化成品工業株式会社  管理本部 法務部  電話06－6365－3014

事 　 業 　 年 　 度
定 時 株 主 総 会
基 　 　 準 　 　 日

株 主 名 簿 管 理 人
特別口座の口座管理機関

同 　 連 　 絡 　 先

公 告 の 方 法

上 場 証 券 取 引 所

※株主様のお問合せ先

ユニバーサルデザイン（UD）の考え方に
基づき、より多くの人に見やすく読みまちが
えにくいデザインの文字を採用しています。
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（注）2016年10月に2株を1株とする株式併合を実施しており、株式併合前の1株当たり
当期純利益・配当は遡及修正しております。
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当期の世界経済は、成長性をもとに金融政策の転換機
運が高まり、世界各国での政治面の変化に左右されるも
のの、欧米を中心に総じて堅調に推移しました。一方、
エネルギー政策や環境対応に地政学リスク増も加わって
期央より原油価格が上昇し、石油化学品や他の素材価格
の値上がり影響が顕在化してきました。日本経済におき
ましては、企業収益や雇用情勢が改善するなど緩やかな
回復基調で推移し、株価も上昇しましたが、GDPやイ
ンフレ目標には達しないレベルとなりました。また、
人手不足などに伴う人件費や物流費の上昇も続いていま
す。日本の発泡プラスチックス業界におきましては、原

燃料価格が年度後半から値上がりに転じ、末端需要の盛
り上がりにも欠ける状況となりました。

このような経営環境のなか、当社グループは中期経営
計画「Make Innovations 60」（2016年度～2018年度）
の2年目を迎え、「事業ポートフォリオ変革」と「収益構
造革新」を進めるべく、施策を着実に推進しておりま
す。当 期 は、自 動 車、家 電・ＩＴ関 連 の 工 業 分 野 が グ
ローバルを中心に伸長しましたが、さらなる原燃料価格
上昇や物流費増加の影響に加え、開発力強化のための設
備投資や経費増が収益を圧迫しました。 

トップメッセージ

代表取締役社長

その結果、当期の業績は、連結売上高は1,121億1百
万円、連結営業利益は52億8千4百万円、連結経常利益
は51億5千4百万円、親会社株主に帰属する当期純利益
は34億4千8百万円となり、連結経常利益および親会社
株主に帰属する当期純利益は過去最高益となりました。

当期の期末配当金につきましては、1株につき15円と
させていただきました。これにより、既にお支払いして
おります中間配当金(1株につき12円)と合わせまして、
当期の年間配当金は前期より3円増額の1株につき27円
となります。

柏原正人

中期経営計画
「Make Innovations 60 」の       2年目を終えて
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今後の見通しにつきましては、中国など新興国の経済動向
に対する懸念、米国政権の政策動向による影響や、国内では
人手不足に起因する物流費や経費の価格上昇などにより、当
社を取り巻く環境は不透明な状況が続くことが予想されます。

当社グループでは中期経営計画「Make Innovations 60」の
最終年度を迎え、「事業ポートフォリオ変革」と「収益構造革
新」を進め、仕上げの年として計画数値達成にこだわりを持っ
て推進してまいります。具体的には、「ST－LAYER」や「エラ
スティル」など戦略商材については、お客様へのきめ細かい
ニーズ対応を徹底し、 上市や拡販のスピードアップをはかり
ます。グローバル事業についても、数値管理の徹底で、早期
に収益貢献に結びつくよう事業展開施策を進めるとともに、
国・地域に対応したマネジメント体制を構築します。

また、原材料価格の変動に対応した適切な製品価格の改定
を行うとともに、高利益体質の構築に向け、低採算事業の見
直しを行い、生産性向上や物流費削減などグループ全体のコ
ストダウンに引き続き取り組みます。

次期の見通しにつきましては、連結売上高1,200億円、連
結営業利益68億円、連結経常利益66億円、親会社株主に帰属
する当期純利益44億円を見込んでおります。

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援ご鞭
撻を賜りますようお願い申しあげます。

農水産関連の需要は天候不順の影響などもあり引き続き低調でしたが、食
品容器関連は電子レンジ加熱に対応した耐熱容器などの需要が好調となり、
建材・土木関連も民間向け物件やイ
ンフラ基盤整備の活発化など堅調に
推移しました。主力製品の売上数量
では、「エスレンビーズ」は微減と
なり、「エスレンシート」は前期を
上回りました。売上金額は製品価格
の改定により、ともに前期を上回り
ました。

生活分野（ヒューマンライフ）

家電・ＩＴ関連では、「ピオセラン」などを用いた液晶パネル搬送資材用途にお
いて、台湾や中国で好調となり、「テクポリマー」も、液晶パネルなどの光拡散用
途において、顧客の需要が回復し、前期か
ら売上が増加しました。自動車関連では、

「ピオセラン」などを用いた部材用途で採用
部位が拡大し、乗用車からバス・トラック
などの大型車への展開も加わって、大きく
伸長しました。医療・健康関連では、「テク
ノゲル（ST-gel）」が、低周波治療器用パッ
ドなどで国外向けに伸長しました。 

工業分野（インダストリー）

売　上　高 66,128百万円
売上構成比 59.0％
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トラック部材トラック部材

トピックス

セルペット食品容器が日本航空様の機内食用途で採用

完全子会社化で「積水化成品ヤマキュウ」に社名変更
2016年10月に積水化成品グループとなりました「株式会社ヤマキュウ」の出資比率を100％に引き上げ、2018年4月2日
付で完全子会社化しました。同時に社名もグループ経営を推し進め競争力を高めるために、積水化成品ブランドを冠した
「株式会社積水化成品ヤマキュウ」に変更しました。
今後は、同社のトラック・バス・建機用の部材供給網も活かしなが

ら、積水化成品グループの人材・知見を結集し、プラスチックス素
材の開発力と成形加工技術を融合
して、より高機能な製品を提供し
ていきます。

積水化成品ヤマキュウ 工場全景

PET樹脂発泡体「セルペット」食品容器が、日本航空株式会社様の国際線の機内食用途で採用され、2017年12月以降のフ
ライトでお目見えしています。
「セルペット」食品容器は、220℃の耐熱性を持ち機内での加熱
調理に使用できるだけでなく、保温性に優れオーブンから取り出
した後も長い時間温かい食事をお楽しみいただけます。また、発
泡体の特性である断熱性により容器外側が熱くなりにくく、乗客
の皆さまが安心して容器を手にすることができ、サービスを提供
する客室乗務員の作業性向上にもつながります。さらに、従来の
機内食容器と比較して重量の軽量化を実現したことで、環境配慮
にも貢献することができました。

機内食用途の展示
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トピックス

｢グリーンウェイブ オフィシャル・パートナー｣に任命

任命式

琵琶湖博物館のリニューアルサポーター企業として登録
地域密着型の社会貢献活動の一環として、積水化成品工業㈱・㈱積水化成品滋賀・㈱積水化成品近江の3社が所在する
滋賀県にある滋賀県立琵琶湖博物館の「新琵琶湖博物館の創造」の趣旨に賛同し、リニューアルサポーター企業として登
録されました。
琵琶湖博物館は、湖と人の共存関係を考える材料と機会を提供する生涯学習
施設として1996年に開設され、当社グループとさまざまなイベントや勉強会
などにおいて活発な交流があります。また、
開館20周年を迎えた2016年より大幅リニュー
アルを実施されています。
今後も滋賀県だけに留まらず、当社グルー

プのある各地域で、地域密着型の社会貢献活
動を積極的に推進していきます。

国連生物多様性の10年日本委員会（UNDB－J）から当社が「グリーンウェイブ オフィシャル・パートナー」に任命され、
2018年3月14日開催の「地域フォーラムin東京」（主催：UNDB－J、環境省）において任命式が行われました。
当社は、「グリーンウェイブ」への登録を広く呼びかけ、活動登録を一定数以上集約するなどの「『登録推進』に寄与す

る取り組みを行う企業」として選定されたものです。
「グリーンウェイブ」とは国連の定める「生物多様
性の日」に世界各地の子供たちの手で植樹などを行
うことにより、その活動が地球上を波のように広
がっていく、つまり「緑の波（グリーンウェイブ）」を
つくろうという国連生物多様性条約が提唱する世界
共通の取り組みで、当社は2012年から活動を続けて
います。

感謝状贈呈式琵琶湖博物館銘板

任命書
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トピックス 第74回定時株主総会のご報告

国際プラスチックス展示会「NPE 2018｣に出展
2018年5月7日～11日に米国フロリダ州オーランドで開催された、世界三大プラスチックス総合展である「NPE 2018 

The Plastics Show」に出展しました。
当社ブースは、「Your Partner for a Better Future（未来（あした）を創るパートナー）」をコンセプトに、「ピオセラ

ン」や「テクポリマー」などに加え、「New Developments」コーナーでは当社独自素材による付加価値創造技術を紹介
しました。

特に、炭素繊維強化プラスチックス（CFRP）複合発泡成形体「ST－LAYER」のドローン展示は、さまざまな用途に活用
が期待されると注目を集めました。

展示会開催中には、6万5千名余りのご来場があり、当社ブースにおいても600
名を超える方々が訪れ、多数の活発な商談を通して、当社ブランドの浸透がはか
れた有意義な展示会となりました。今後は、来場者様からのご要望にソリュー
ション提案で応え、グローバル規模での事業拡大につなげていきます。

「NPE2018」当社ブース ST－LAYER

エラスティル

１. 第７4期（2017年4月１日から2018年3月31日まで）
事業報告、連結計算書類および計算書類の内容報告の件
上記の内容を報告しました。

２. 会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
上記の内容を報告しました。

第１号議案　剰余金の処分の件
　原案どおり承認可決され、期末配当金は１株につき15円と決定しました。

第２号議案　取締役9名選任の件
　原案どおり承認可決されました。
　（重任）柏原正人、池垣徹哉、廣田徹治、辻脇伸幸、塩田哲也、

網本勝彌、馬場宏之
　（新任）佐々木勝已、窪田森雄
　なお、網本勝彌、馬場宏之、窪田森雄は、社外取締役です。

第３号議案　社外取締役の報酬等の額改定の件
　原案どおり承認可決されました。

○期末配当金（1株につき15円）は、2018年6月25日からお支払いしますので、同封の「期末
配当金領収証」によりお受け取りください。なお、銀行などへの口座振込みをご指定の方は、
「期末配当金計算書」および「配当金振込先ご確認のご案内」によりご確認ください。

○「期末配当金領収証」により配当金をお受け取りになられる株主様にも「期末配当金計算書」を
同封しています。配当金をお受け取りになられた後の配当金額のご確認や確定申告の添付書
類としてご利用いただけます。

お 知 ら せ

報 告 事 項

決 議 事 項
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連結財務諸表

第74期
（2018年3月31日現在）

第73期
（2017年3月31日現在）

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

電 子 記 録 債 権

た な 卸 資 産

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

退職給付に係る資産

そ の 他

資 産 合 計

50,431

5,123

30,367

3,001

10,432

1,506

81,343

53,849

15,548

11,330

20,955

6,014

1,037

26,455

19,844

5,194

1,416

131,774

46,706

6,271

27,072

1,956

9,589

1,816

72,963

50,513

16,052

10,899

20,906

2,655

995

21,454

16,222

3,768

1,462

119,670

期　　別
科　　目

第74期
（2018年3月31日現在）

第73期
（2017年3月31日現在）

（ 負 債 の 部 ）
流 動 負 債

支払手形及び買掛金
電 子 記 録 債 務
短 期 借 入 金
そ の 他

固 定 負 債
長 期 借 入 金
退職給付に係る負債
そ の 他

負 債 合 計

（ 純 資 産 の 部 ）
株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
自 己 株 式

その他の包括利益累計額
その他有価証券評価差額金
土 地 再 評 価 差 額 金
為 替 換 算 調 整 勘 定
退職給付に係る調整累計額

非 支 配 株 主 持 分

純 資 産 合 計

負 債・純 資 産 合 計

47,470
17,418
8,530

12,124
9,397

18,157
6,972
3,011
8,173

65,628

52,352
16,533
16,544
20,699

△ 1,425
13,061
10,168
1,479

235
1,179

731
66,145

131,774

39,667
14,991
7,924
9,451
7,299

18,639
8,973
2,878
6,787

58,306

50,627
16,533
16,544
18,351
△ 802
10,007

7,495
1,479

187
845
729

61,363
119,670

期　　別
科　　目

（単位：百万円）連 結 貸 借 対 照 表

営 業 活 動 に よ る
キ ャ ッ シ ュ・フ ロ ー

投 資 活 動 に よ る
キ ャ ッ シ ュ・フ ロ ー

財 務 活 動 に よ る
キ ャ ッ シ ュ・フ ロ ー

現金及び現金同等物に
係 る 換 算 差 額

現金及び現金同等物の
増 減 額

現金及び現金同等物の
期 首 残 高

新規連結に伴う現金及び
現 金 同 等 物 の 増 加 額

連結除外に伴う現金及び
現 金 同 等 物 の 減 少 額

現金及び現金同等物の
期 末 残 高

5,771

△ 5,587

△ 1,354

21

△ 1,148

6,266

－ 

－ 

5,117

7,421

△ 5,505

△ 2,953

5

△ 1,030

7,137

161 

△ 1 

6,266

期　　別
科　　目

第74期
  （  　　　　　　　　 ）

第73期
  （  　　　　　　　　 ）自 2017年4月 1 日

至 2018年3月31日
自 2016年4月 1 日
至 2017年3月31日

（単位：百万円）（単位：百万円）連 結 損 益 計 算 書 連結キャッシュ・フロー計算書

112,101

85,479

26,622

21,337

5,284

440

570

5,154

136

52

5,238

1,461

324

3,451

2

3,448

102,398

77,091

25,307

19,905

5,401

407

759

5,049

122

190

4,980

1,232

335

3,412

7

3,404

第74期
  （  　　　　　　　　 ）

第73期
  （  　　　　　　　　 ）

期　　別
科　　目 自 2017年4月 1 日

至 2018年3月31日
自 2016年4月 1 日
至 2017年3月31日

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

税金等調整前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

非支配株主に帰属する当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益

連結財務諸表連結財務諸表連結財務諸表連結財務諸表

●受取手形及び売掛金の増加などにより、流動資産が37億2千4百万円増加しました。

●有形固定資産や投資その他の資産の増加などにより、固定資産が83億7千9百万円増加しました。

●支払手形及び買掛金や短期借入金の増加などにより、流動負債が78億3百万円増加しました。

●長期借入金の減少などにより、固定負債が4億8千2百万円減少しました。

●純資産は、47億8千2百万円増加し、自己資本比率は49.6%となりました。

POINT
●自動車、家電・ＩＴ関連の工業分野がグローバルを中心に
伸長しましたが、さらなる原燃料価格上昇や物流費増加の
影響に加え、開発力強化のための設備投資や経費増が収益
を圧迫しました。

POINT
●営業活動により得られた資金は、売上債権の増減額の影響
などにより、前期に比べ16億5千万円減少しました。
●投資活動に使用された資金は、有形固定資産の取得による支
出の増加などにより、前期に比べ8千1百万円増加しました。
●財務活動により使用された資金は、長期借入れによる収入の
増加などにより、前期に比べ15億9千8百万円減少しました。

POINT
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5,194

1,416

131,774

46,706

6,271

27,072

1,956

9,589

1,816

72,963

50,513

16,052

10,899

20,906

2,655

995

21,454

16,222

3,768

1,462

119,670

期　　別
科　　目

第74期
（2018年3月31日現在）

第73期
（2017年3月31日現在）

（ 負 債 の 部 ）
流 動 負 債

支払手形及び買掛金
電 子 記 録 債 務
短 期 借 入 金
そ の 他

固 定 負 債
長 期 借 入 金
退職給付に係る負債
そ の 他

負 債 合 計

（ 純 資 産 の 部 ）
株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
自 己 株 式

その他の包括利益累計額
その他有価証券評価差額金
土 地 再 評 価 差 額 金
為 替 換 算 調 整 勘 定
退職給付に係る調整累計額

非 支 配 株 主 持 分

純 資 産 合 計

負 債・純 資 産 合 計

47,470
17,418
8,530

12,124
9,397

18,157
6,972
3,011
8,173

65,628

52,352
16,533
16,544
20,699

△ 1,425
13,061
10,168
1,479

235
1,179

731
66,145

131,774

39,667
14,991
7,924
9,451
7,299

18,639
8,973
2,878
6,787

58,306

50,627
16,533
16,544
18,351
△ 802
10,007

7,495
1,479

187
845
729

61,363
119,670

期　　別
科　　目

（単位：百万円）連 結 貸 借 対 照 表

営 業 活 動 に よ る
キ ャ ッ シ ュ・フ ロ ー

投 資 活 動 に よ る
キ ャ ッ シ ュ・フ ロ ー

財 務 活 動 に よ る
キ ャ ッ シ ュ・フ ロ ー

現金及び現金同等物に
係 る 換 算 差 額

現金及び現金同等物の
増 減 額

現金及び現金同等物の
期 首 残 高

新規連結に伴う現金及び
現 金 同 等 物 の 増 加 額

連結除外に伴う現金及び
現 金 同 等 物 の 減 少 額

現金及び現金同等物の
期 末 残 高

5,771

△ 5,587

△ 1,354

21

△ 1,148

6,266

－ 

－ 

5,117

7,421

△ 5,505

△ 2,953

5

△ 1,030

7,137

161 

△ 1 

6,266

期　　別
科　　目

第74期
  （  　　　　　　　　 ）

第73期
  （  　　　　　　　　 ）自 2017年4月 1 日

至 2018年3月31日
自 2016年4月 1 日
至 2017年3月31日

（単位：百万円）（単位：百万円）連 結 損 益 計 算 書 連結キャッシュ・フロー計算書

112,101

85,479

26,622

21,337

5,284

440

570

5,154

136

52

5,238

1,461

324

3,451

2

3,448

102,398

77,091

25,307

19,905

5,401

407

759

5,049

122

190

4,980

1,232

335

3,412

7

3,404

第74期
  （  　　　　　　　　 ）

第73期
  （  　　　　　　　　 ）

期　　別
科　　目 自 2017年4月 1 日

至 2018年3月31日
自 2016年4月 1 日
至 2017年3月31日

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

税金等調整前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

非支配株主に帰属する当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益

●受取手形及び売掛金の増加などにより、流動資産が37億2千4百万円増加しました。

●有形固定資産や投資その他の資産の増加などにより、固定資産が83億7千9百万円増加しました。

●支払手形及び買掛金や短期借入金の増加などにより、流動負債が78億3百万円増加しました。

●長期借入金の減少などにより、固定負債が4億8千2百万円減少しました。

●純資産は、47億8千2百万円増加し、自己資本比率は49.6%となりました。

POINT
●自動車、家電・ＩＴ関連の工業分野がグローバルを中心に
伸長しましたが、さらなる原燃料価格上昇や物流費増加の
影響に加え、開発力強化のための設備投資や経費増が収益
を圧迫しました。

POINT
●営業活動により得られた資金は、売上債権の増減額の影響
などにより、前期に比べ16億5千万円減少しました。
●投資活動に使用された資金は、有形固定資産の取得による支
出の増加などにより、前期に比べ8千1百万円増加しました。
●財務活動により使用された資金は、長期借入れによる収入の
増加などにより、前期に比べ15億9千8百万円減少しました。

POINT
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連結財務諸表 株式の状況（2018年3月31日現在）

■発 行 可 能 株 式 総 数  124,751,000株
■発 行 済 株 式 の 総 数 46,988,109株
■株 主 数  5,012名

■ 株　価（円）

■ 出来高（千株）

株価・出来高の推移 （東京証券取引所市場第1部）

所有者別分布状況 （所有比率） 所有株数別分布状況 （所有比率）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

10月10月 1月
（2018年）

3月4月4月
（2016年）

7月7月 1月
（2017年）

10月 1月
（2018年）

4月1月
（2017年）

10月 3月4月
（2016年）

7月7月

連結財務諸表連結財務諸表連結財務諸表連結財務諸表

大　株　主
株　主　名 所有株式数 所有比率

千株 ％
積 水 化 学 工 業 株 式 会 社
第 一 生 命 保 険 株 式 会 社
積水化成品従業員持株会
積 水 樹 脂 株 式 会 社
大 同 生 命 保 険 株 式 会 社

株 式 会 社 エ フ ピ コ
株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行
旭 化 成 株 式 会 社
デ ン カ 株 式 会 社

21.74
6.68
3.81
3.13
3.12
3.08
2.97
2.92
2.75
2.75

9,855 
3,031
1,727
1,419
1,418
1,400
1,348
1,327
1,250
1,250

（注）2016年10月1日を効力発生日として2株を1株とする株
式併合を実施しており、株式併合前の株価・出来高は遡及
修正しております。

（注）1.当社は自己株式を1,668千株保有しておりますが､上記大株主から
は除外しております｡

2.株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行は､2018年4月1日をもって､商号を
株式会社三菱ＵＦＪ銀行に変更しました。

（注）所有比率は、自己株式（1,668千株）を控除して計算しております。

その他の法人

金融機関

金融商品取引業者
外国法人等

個人･その他 39.0％

25.3％

20.2％

15.0％
0.5％

100万株以上

500万株以上

1千株未満

1千株以上 33.7％

21.7％

11.5％

16.4％

2.3％

14.4％

50万株以上

5万株以上

500
600
700
800
900

1,000
1,100
1,200

1,400
1,500

1,300

1,600

BNP PARIBAS SECURITIES SERVICES
LUXEMBOURG/JASDEC/FIM/LUXEMBOURG
FUNDS/UCITS ASSETS

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

連結除外による減少 

連結子会社増加による
減 少

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 消 却

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額（純 額）

当 期 変 動 額 合 計

当 期 末 残 高

16,533

－

16,533

16,544

－

16,544

18,351

△ 1,100

3,448

2,347

20,699

△ 802

△ 622

△ 622

△ 1,425

50,627

△ 1,100

3,448

－

－

△ 622

－

1,725

52,352

7,495

2,672

2,672

10,168

1,479

－

－

1,479

187

47

47

235

845

333

333

1,179

10,007

3,053

3,053

13,061

729

2

2

731

61,363

△ 1,100

3,448

－

－

△ 622

－

3,056

4,782

66,145

（単位：百万円）連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

資本金 資　本
剰余金

利　益
剰余金 自己株式 株主資本

合　計
その他

有価証券
評価差額金

退職給付に
係る

調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

土　地
再評価
差額金

為替換算
調整勘定

非支配
株　主
持　分

純資産
合　計

株　　主　　資　　本 その他の包括利益累計額
第74期（自2017年4月1日　至2018年3月31日）
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連結財務諸表 株式の状況（2018年3月31日現在）

■発 行 可 能 株 式 総 数  124,751,000株
■発 行 済 株 式 の 総 数 46,988,109株
■株 主 数  5,012名

■ 株　価（円）

■ 出来高（千株）

株価・出来高の推移 （東京証券取引所市場第1部）

所有者別分布状況 （所有比率） 所有株数別分布状況 （所有比率）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

10月10月 1月
（2018年）

3月4月4月
（2016年）

7月7月 1月
（2017年）

10月 1月
（2018年）

4月1月
（2017年）

10月 3月4月
（2016年）

7月7月

株式の状況株式の状況株式の状況株式の状況

大　株　主
株　主　名 所有株式数 所有比率

千株 ％
積 水 化 学 工 業 株 式 会 社
第 一 生 命 保 険 株 式 会 社
積水化成品従業員持株会
積 水 樹 脂 株 式 会 社
大 同 生 命 保 険 株 式 会 社

株 式 会 社 エ フ ピ コ
株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行
旭 化 成 株 式 会 社
デ ン カ 株 式 会 社

21.74
6.68
3.81
3.13
3.12
3.08
2.97
2.92
2.75
2.75

9,855 
3,031
1,727
1,419
1,418
1,400
1,348
1,327
1,250
1,250

（注）2016年10月1日を効力発生日として2株を1株とする株
式併合を実施しており、株式併合前の株価・出来高は遡及
修正しております。

（注）1.当社は自己株式を1,668千株保有しておりますが､上記大株主から
は除外しております｡

2.株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行は､2018年4月1日をもって､商号を
株式会社三菱ＵＦＪ銀行に変更しました。

（注）所有比率は、自己株式（1,668千株）を控除して計算しております。

その他の法人

金融機関

金融商品取引業者
外国法人等

個人･その他 39.0％

25.3％

20.2％

15.0％
0.5％

100万株以上

500万株以上

1千株未満

1千株以上 33.7％

21.7％

11.5％

16.4％

2.3％

14.4％

50万株以上

5万株以上

500
600
700
800
900

1,000
1,100
1,200

1,400
1,500

1,300

1,600

BNP PARIBAS SECURITIES SERVICES
LUXEMBOURG/JASDEC/FIM/LUXEMBOURG
FUNDS/UCITS ASSETS

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

連結除外による減少 

連結子会社増加による
減 少

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 消 却

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額（純 額）

当 期 変 動 額 合 計

当 期 末 残 高

16,533

－

16,533

16,544

－

16,544

18,351

△ 1,100

3,448

2,347

20,699

△ 802

△ 622

△ 622

△ 1,425

50,627

△ 1,100

3,448

－

－

△ 622

－

1,725

52,352

7,495

2,672

2,672

10,168

1,479

－

－

1,479

187

47

47

235

845

333

333

1,179

10,007

3,053

3,053

13,061

729

2

2

731

61,363

△ 1,100

3,448

－

－

△ 622

－

3,056

4,782

66,145

（単位：百万円）連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

資本金 資　本
剰余金

利　益
剰余金 自己株式 株主資本

合　計
その他

有価証券
評価差額金

退職給付に
係る

調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

土　地
再評価
差額金

為替換算
調整勘定

非支配
株　主
持　分

純資産
合　計

株　　主　　資　　本 その他の包括利益累計額
第74期（自2017年4月1日　至2018年3月31日）
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取　締　役
代表取締役社長 
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
社 外 取 締 役
社 外 取 締 役
社 外 取 締 役

柏 原 正 人
池 垣 徹 哉
廣 田　徹 治
辻 脇　伸 幸
塩 田 哲 也
佐 々 木　勝 已
網 本 勝 彌
馬 場　宏 之
窪 田　森 雄

常 勤 監 査 役
常 勤 監 査 役
社 外 監 査 役
社 外 監 査 役
社 外 監 査 役

守 屋 雅 之
宮 下 幸 一
濱 部 祐 一
長 濱 守 信
高 坂 敬 三

監　査　役

取締役および監査役（2018年6月22日現在）

事業所所在地 （2018年3月31日現在）

（2018年3月31日現在）

本 社

東 京 本 部

 

総合研究所

〒530－8565
大阪市北区西天満二丁目4番4号

（堂島関電ビル）
TEL 06（6365）3014 

〒163－0727
東京都新宿区西新宿二丁目7番1号

（小田急第一生命ビル）
TEL 03（3347）9615 

〒632－8505
奈良県天理市森本町670番地
TEL 0743（65）0504 

商 号
（英文商号）

本 社

設立年月日

資 本 金

グ ル ー プ
従 業 員 数

営 業 品 目

積水化成品工業株式会社
（Sekisui Plastics Co.,Ltd.）

大阪市北区西天満二丁目4番4号

1959年10月1日

16,533,476,176円

2,101名

＜セグメント別＞

市場・用途

主な
製品・商品

エスレンビーズ、エスレンシート、
エスレンウッド、インターフォーム、
これら成形加工品
ESダンマット、エスレンブロックなど

農水産資材、食品包装材、
流通資材、建築資材、土木資材生

活
分
野

市場・用途

主な
製品・商品

ピオセラン、ライトロン、
ネオミクロレン、セルペット、
テクポリマー、テクノゲル、
テクヒーター、エラスティル、
フォーマック、ST－LAYER、
これら成形加工品など

自動車部材、車輌部品梱包材、
産業部材、産業包装材、
電子部品材料、医療・健康用材料

工
業
分
野

ホームページ
ア ド レ ス http://www.sekisuiplastics.co.jp

※本報告書の記載金額および株式数につきましては、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

株 式 会 社 積 水 技 研
株 式 会 社 積 水 化 成 品 北 海 道
株 式 会 社 積 水 化 成 品 東 北
株 式 会 社 積 水 化 成 品 東 部
株 式 会 社 積 水 化 成 品 関 東
株 式 会 社 積 水 化 成 品 群 馬
株 式 会 社 積 水 化 成 品 埼 玉

会社の概要

グループ会社（日本）

株式会社積水化成品ヤマキュウ
株 式 会 社 積 水 化 成 品 中 部
株 式 会 社 積 水 化 成 品 近 江
株 式 会 社 積 水 化 成 品 滋 賀
株 式 会 社 積 水 化 成 品 堺
株 式 会 社 積 水 化 成 品 天 理
株 式 会 社 積 水 化 成 品 山 口

株 式 会 社 積 水 化 成 品 四 国
株 式 会 社 積 水 化 成 品 九 州
株 式 会 社 積 水 化 成 品 沖 縄
セキスイウレタン加工株式会社
湘 南 積 水 工 業 株 式 会 社

（2018年4月2日現在）  積水化成品グループのネットワーク（33社）
グループ会社（グローバル）

積水化成品工業株式会社

Sekisui Plastics Europe B.V.

Sekisui Plastics U.S.A.,Inc.

Sekisui Plastics Korea Co.,Ltd.

台湾積水化成品股份有限公司

積水化成品（蘇州）科技有限公司

Sekisui Plastics Mexico S.A. de C.V.

天津積水化成品有限公司

積水化成品（上海）国際貿易有限公司

積水化成品（上海）精密塑料有限公司

積水化成品（香港）有限公司

Sekisui Plastics S.E.A. Pte.Ltd.
Sekisui Plastics (Thailand) Co.,Ltd.

PT. Sekisui Plastics Indonesia
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取　締　役
代表取締役社長 
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
社 外 取 締 役
社 外 取 締 役
社 外 取 締 役

柏 原 正 人
池 垣 徹 哉
廣 田　徹 治
辻 脇　伸 幸
塩 田 哲 也
佐 々 木　勝 已
網 本 勝 彌
馬 場　宏 之
窪 田　森 雄

常 勤 監 査 役
常 勤 監 査 役
社 外 監 査 役
社 外 監 査 役
社 外 監 査 役

守 屋 雅 之
宮 下 幸 一
濱 部 祐 一
長 濱 守 信
高 坂 敬 三

監　査　役

取締役および監査役（2018年6月22日現在）

事業所所在地 （2018年3月31日現在）

（2018年3月31日現在）

本 社

東 京 本 部

 

総合研究所

〒530－8565
大阪市北区西天満二丁目4番4号

（堂島関電ビル）
TEL 06（6365）3014 

〒163－0727
東京都新宿区西新宿二丁目7番1号

（小田急第一生命ビル）
TEL 03（3347）9615 

〒632－8505
奈良県天理市森本町670番地
TEL 0743（65）0504 

商 号
（英文商号）

本 社

設立年月日

資 本 金

グ ル ー プ
従 業 員 数

営 業 品 目

積水化成品工業株式会社
（Sekisui Plastics Co.,Ltd.）

大阪市北区西天満二丁目4番4号

1959年10月1日

16,533,476,176円

2,101名

＜セグメント別＞

市場・用途

主な
製品・商品

エスレンビーズ、エスレンシート、
エスレンウッド、インターフォーム、
これら成形加工品
ESダンマット、エスレンブロックなど

農水産資材、食品包装材、
流通資材、建築資材、土木資材生

活
分
野

市場・用途

主な
製品・商品

ピオセラン、ライトロン、
ネオミクロレン、セルペット、
テクポリマー、テクノゲル、
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自動車部材、車輌部品梱包材、
産業部材、産業包装材、
電子部品材料、医療・健康用材料

工
業
分
野

ホームページ
ア ド レ ス http://www.sekisuiplastics.co.jp

※本報告書の記載金額および株式数につきましては、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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株主メモ株主メモ

経営理念
われわれ積水化成品グループは、

人間尊重と相互信頼を基本に全員経営を実践し
“新しい幸せ”を目指して

常にイノベーションをし続けます

毎年4月1日から翌年3月31日
毎年6月
定時株主総会　毎年3月31日、期末配当　毎年3月31日
中間配当　　　毎年9月30日

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

〒541－8502
大阪市中央区伏見町三丁目6番3号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部
電話：0120－094－777（通話料無料）

電子公告
公告の内容は、当社ホームページにおいてご覧ください。
http://www.sekisuiplastics.co.jp/koukoku/
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告
による公告をすることができない場合は、日本経済新聞
に掲載して行います。

東京証券取引所市場第1部

積水化成品工業株式会社  管理本部 法務部  電話06－6365－3014

事 　 業 　 年 　 度
定 時 株 主 総 会
基 　 　 準 　 　 日

株 主 名 簿 管 理 人
特別口座の口座管理機関

同 　 連 　 絡 　 先

公 告 の 方 法

上 場 証 券 取 引 所

※株主様のお問合せ先

ユニバーサルデザイン（UD）の考え方に
基づき、より多くの人に見やすく読みまちが
えにくいデザインの文字を採用しています。




